
 

 

 

 

共同募金会では、令和７年８月に発生した低気圧と前線による大雨によって、

各地で浸水や土砂崩れなど人的及び家屋への被害が発生し、石川県の１市、山

口県の１市、熊本県の６市５町、鹿児島県の４市、秋田県の１市に災害救助法が

適用されたことを受け、被災されたかたを支援する災害義援金を募集しています。 

ご協力いただける場合は、埼玉県共同募金会川口市支会（川口市社会福祉協

議会）の窓口にお越しいただくか、中央共同募金会への振込みとなります。皆様の

ご支援・ご協力をお願いいたします。 

 

１ 募金種別及び募集期間 
令和７年８月大雨災害義援金（中央共同募金会） 
令和７年８月２９日（金）から令和 7年１０月３１日（金）まで 

 

２ 受付方法  

（１）現金の場合…埼玉県共同募金会川口市支会での受付 
①募金箱の設置…青木会館 2階 地域福祉課 
            青木会館１階 青木たたら荘 
            やすらぎ会館 
②窓口での受付…青木会館 2階 地域福祉課 

 

（２）振込みの場合・・共同募金会へ直接のお振込みとなります。              
※振込先は次頁以降の各県共同募金会要綱を参照。 

 ※領収書の発行は数カ月要します。確定申告等で早急に領収書が 

必要なかたは、お振込みの際に金融機関で受け取る払込金受領 

証が「免税証明書」となります。 

 

３ 注意事項     

・災害義援金の受付は窓口の開所時間になります。 
・今回の募集は災害義援金のみの取り扱いとなります。 

 
４ 問い合わせ    

社会福祉法人埼玉県共同募金会 川口市支会 
（川口市社会福祉協議会 地域福祉課） 
川口市青木３－３－１ 青木会館２階 地域福祉課  

℡０４８－２５２－１２９４ 

 

 

 

令和７年８月大雨災害義援金の募集について 



「令和７年８月大雨災害義援金」募集要綱（第１版） 

 

社会福祉法人中央共同募金会 

 

１．趣 旨 

令和７年８月に発生した低気圧や前線による大雨により、各地で浸水や土砂崩れな

ど人的及び家屋への被害が発生し、石川県の１市、山口県の１市、熊本県の６市５

町、鹿児島県の４市、秋田県の１市に災害救助法が適用されました。 

中央共同募金会では、被災された方々を支援することを目的に次のとおり義援金の

募集を実施いたします。 

 

２．義援金の名称 

令和７年８月大雨災害義援金 

 

３．受付期間 

令和７年８月２９日（金）から令和７年１０月３１日（金）まで 

  （※被災県の状況に応じて、期間を延長する場合があります。） 

 

４．義援金受け入れ口座 

金融機関 支店名 口座番号 口座名義 

三井住友銀行 東京公務部 普通預金 

０１６２５２９ 
(福
ふく

)中央
ちゅうおう

共同
きょうどう

募金会
ぼきんかい

 

災害
さいがい

義援
ぎ え ん

金口
きんぐち

 

りそな銀行 東京公務部 普通預金 

０１２６７８１ 
(福
ふく）

)中央
ちゅうおう

共同
きょうどう

募金会
ぼきんかい

 

※三井住友銀行 同行本支店間の窓口及びＡＴＭからの振込手数料は無料 

※りそな銀行 りそな銀行、埼玉りそな銀行、関西みらい銀行、みなと銀行の本支店

間の窓口及びＡＴＭからの振込手数料は無料。 

 

５．義援金の送金 

中央共同募金会でお預かりした義援金は、全額被災県に設置される配分委員会構成

組織に被災状況に応じて按分の上送金いたします。 

※令和７年８月２９日時点 

 送金先被災地…熊本県、鹿児島県 

 

６．義援金の配分 

本会より送金する義援金は被災地それぞれの行政、共同募金会、日本赤十字社各支

部等で構成される災害義援金の募集・配分委員会において取りまとめを行い、配分基

準に基づき各市町村を通じて被災者に配分されます。 

 



７．税制上の取り扱い 

この義援金は、税制優遇措置の適用対象となります。寄付者が中央共同募金会の義

援金受付口座へ直接振込をした場合は、「義援金募集要綱と振込票控え」が「免税証明

書」となり、本会発行の領収書がなくても寄付金控除申請（確定申告）が可能です。 

 

［該当する税制優遇措置］ 

・ 所得税法第 78 条第 2 項第 1 号及び法人税法第 37 条第 3 項第 1 号に規定する「国又は地方

公共団体に対する寄附金」に該当 

・ 地方税法第 37条の 2第 1項第 1号及び第 314条の 7第 1項第 1号に規定する「都道府県、

市町村または特別区に対する寄付金」に該当 

 

８．その他 

災害義援金のみを取り扱います。救援物資・物品は取り扱いません。 

 

９．この要綱は、令和７年８月２９日施行です｡ 

 


